
（
別

紙
１

－
１

）

■
１

　
１

級
地

□
６

　
２

級
地

□
７

　
３

級
地

□
２

　
４

級
地

□
３

　
５

級
地

□
４

　
６

級
地

□
９

　
７

級
地

□
５

　
そ

の
他

職
員

の
欠

員
に

よ
る

減
算

の
状

況
□

１
 な

し
□

２
 看

護
職

員
□

３
 介

護
職

員
□

１
　

な
し

□
１

　
な

し

高
齢

者
虐

待
防

止
措

置
実

施
の

有
無

□
１

 減
算

型
□

２
 基

準
型

□
２

　
あ

り
□

２
　

あ
り

業
務

継
続

計
画

策
定

の
有

無
□

１
 減

算
型

□
２

 基
準

型

時
間

延
長

サ
ー

ビ
ス

体
制

□
１

 対
応

不
可

□
２

 対
応

可

■
４

　
通

常
規

模
型

事
業

所

■
1
5

通
所

介
護

□
６

　
大

規
模

型
事

業
所

（
Ⅰ

）

□
７

　
大

規
模

型
事

業
所

（
Ⅱ

）

生
活

相
談

員
配

置
等

加
算

□
１

 な
し

□
２

 あ
り

入
浴

介
助

加
算

□
１

 な
し

□
２

 加
算

Ⅰ
□

３
 加

算
Ⅱ

中
重

度
者

ケ
ア

体
制

加
算

□
１

 な
し

□
２

 あ
り

生
活

機
能

向
上

連
携

加
算

□
１

 な
し

□
３

 加
算

Ⅰ
□

２
 加

算
Ⅱ

個
別

機
能

訓
練

加
算

□
１

 な
し

□
２

 加
算

Ⅰ
イ

□
３

 加
算

Ⅰ
ロ

A
D
L
維

持
等

加
算

〔
申

出
〕

の
有

無
□

１
 な

し
□

２
 あ

り

認
知

症
加

算
□

１
 な

し
□

２
 あ

り

若
年

性
認

知
症

利
用

者
受

入
加

算
□

１
 な

し
□

２
 あ

り

栄
養

ア
セ

ス
メ

ン
ト

・
栄

養
改

善
体

制
□

１
 な

し
□

２
 あ

り

口
腔

機
能

向
上

加
算

□
１

 な
し

□
２

 あ
り

科
学

的
介

護
推

進
体

制
加

算
□

１
 な

し
□

２
 あ

り

サ
ー

ビ
ス

提
供

体
制

強
化

加
算

□
１

 な
し

■
６

 加
算

Ⅰ
□

５
 加

算
Ⅱ

□
７

 加
算

Ⅲ

□
１

 な
し

□
７

 加
算

Ⅰ
イ

□
Ｓ

 加
算

Ⅰ
ロ

□
８

 加
算

Ⅱ
イ

□
Ｔ

 加
算

Ⅱ
ロ

□
９

 加
算

Ⅲ
□

Ａ
 加

算
Ⅳ

介
護

職
員

等
処

遇
改

善
加

算

介
 護

 給
 付

 費
 算

 定
 に

 係
 る

 体
 制

 等
 状

 況
 一

 覧
 表

（
居

宅
サ

ー
ビ

ス
・

施
設

サ
ー

ビ
ス

・
居

宅
介

護
支

援
） 事

 業
 所

 番
 号

提
供

サ
ー

ビ
ス

施
設

等
の

区
分

人
員

配
置

区
分

そ
　

 　
　

の
　

 　
　

他
　

　
 　

該
　

　
 　

当
　

　
 　

す
 　

　
　

る
 　

　
　

体
 　

　
　

制
 　

　
　

等
L
IF

E
へ

の
登

録
割

 引

各
サ

ー
ビ

ス
共

通
地

域
区

分

感
染

症
又

は
災

害
の

発
生

を
理

由
と

す
る

利
用

者
数

の
減

少
が

一
定

以
上

生
じ

て
い

る
場

合
の

対
応

□
１

 な
し

□
２

 あ
り

共
生

型
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

（
生

活
介

護
事

業
所

）
□

１
 な

し
□

２
 あ

り

共
生

型
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

（
自

立
訓

練
事

業
所

）
□

１
 な

し
□

２
 あ

り

共
生

型
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

（
児

童
発

達
支

援
事

業
所

）
□

１
 な

し
□

２
 あ

り

共
生

型
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

（
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

）
□

１
 な

し
□

２
 あ

り

第１号様式（第２条関係） （（記記載載例例））

　　　　区市町村又は 社社会会福福祉祉法法人人　　○○○○会会

　　　　法人等の名称

　　　　代表者氏名 理理事事長長　　××××  ××××　　

１

２

３

４　職員の定数及び職務の内容　（（＊＊））

５

６

７

８

９

知事が指示するもの　（（＊＊））

Ⅴ　老人福祉法の届出

　老人デイサービス事業、老人短期入所事業、小規模多機能型居宅介護事
業、認知症対応型老人共同生活援助事業又は複合型サービス福祉事業に
あっては、次に掲げる事項

別記

老人居宅生活支援事業開始届

令令和和○○○○年年　　○○月月　　○○日日

 東京都知事　　　殿

 下記のとおり老人居宅生活支援事業を開始するので、老人福祉法第１４条
及び老人福祉法施行規則第１条の９の規定により届け出ます。

記

　事業の種類及び内容　　老老人人居居宅宅介介護護等等事事業業（（訪訪問問介介護護））

　経営者の氏名及び住所（法人等であるときは、その名称及び主たる事務
所の所在地）　社社会会福福祉祉法法人人　　○○○○会会　　東東京京都都○○○○区区○○○○町町１１－－１１－－１１

　登記事項証明書又は条例   （（＊＊））

　主な職員の氏名　（（＊＊））

　事業を行おうとする区域（区市町村からの委託事業にあっては、当該区
市町村の名称を含む。）　○○○○区区、、△△△△区区、、××××市市

（日本産業規格Ａ列４番）

事業の用に供する施設、サービスの拠点又は住居の名称

種類（小規模多機能型居宅介護事業、認知症対応型老人共同生
　活援助事業及び複合型サービス福祉事業に係るものを除く。）

所在地

入所定員、登録定員又は入居定員（老人デイサービス事業に係るも
のを除く。）

　事業開始の予定年月日　令令和和○○○○年年○○月月○○日日

　添付書類　（（＊＊））

老老人人福福祉祉法法上上のの事事業業のの種種類類をを記記載載しし、、
括括弧弧書書ききでで介介護護保保険険法法上上のの事事業業のの内内容容をを
記記載載。。

法法人人のの名名称称、、

所所在在地地をを記記載載。。

老老人人居居宅宅介介護護等等事事業業（（訪訪問問介介護護））はは記記入入不不

要要、、老老人人デデイイササーービビスス事事業業（（通通所所介介護護））はは

～～ をを記記載載

※ 老人デイサービス事業・老人短期入所事業で、他他施施設設ににおおいいてて行う場合、当該様式を使用。

※ 上記（（＊＊））については、文書量削減の観点から、東京都指定サービスでは記載不要 添付も不要 とし

ます。

法人印
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第１号様式（第２条関係） （（記記載載例例））

　　　　区市町村又は 社社会会福福祉祉法法人人　　○○○○会会

　　　　法人等の名称

　　　　代表者氏名 理理事事長長　　××××  ××××　　

１

２

３

４　職員の定数及び職務の内容　（（＊＊））

５

６

７

(1)

　　　　デデイイササーービビススセセンンタターー〇〇〇〇

(2)

　　　　老老人人デデイイササーービビスス事事業業

(3)

(4)

８

９

知事が指示するもの　（（＊＊））

　事業を行おうとする区域（区市町村からの委託事業にあっては、当該区
市町村の名称を含む。）　○○○○区区、、△△△△区区、、××××市市

別記

老人居宅生活支援事業開始届

令令和和○○○○年年　　○○月月　　○○日日

 東京都知事　　　殿

 下記のとおり老人居宅生活支援事業を開始するので、老人福祉法第１４条
及び老人福祉法施行規則第１条の９の規定により届け出ます。

記

　添付書類　（（＊＊））

（日本産業規格Ａ列４番）

　老人デイサービス事業、老人短期入所事業、小規模多機能型居宅介護事
業、認知症対応型老人共同生活援助事業又は複合型サービス福祉事業に
あっては、次に掲げる事項

事業の用に供する施設、サービスの拠点又は住居の名称

種類（小規模多機能型居宅介護事業、認知症対応型老人共同生
　活援助事業及び複合型サービス福祉事業に係るものを除く。）

所在地　東東京京都都〇〇〇〇市市〇〇〇〇町町２２－－２２－－２２

入所定員、登録定員又は入居定員（老人デイサービス事業に係るも
のを除く。）

　事業開始の予定年月日　令令和和○○○○年年○○月月○○日日

　事業の種類及び内容　　老老人人デデイイササーービビスス事事業業（（通通所所介介護護））

　経営者の氏名及び住所（法人等であるときは、その名称及び主たる事務
所の所在地）　社社会会福福祉祉法法人人　　○○○○会会　　東東京京都都○○○○区区○○○○町町１１－－１１－－１１

　登記事項証明書又は条例   （（＊＊））

　主な職員の氏名　（（＊＊））

老老人人福福祉祉法法上上のの事事業業のの種種類類をを記記載載しし、、
括括弧弧書書ききでで介介護護保保険険法法上上のの事事業業のの内内容容
をを記記載載。。

法法人人のの名名称称、、

所所在在地地をを記記載載。。

※ 老人デイサービス事業・老人短期入所事業で、他他施施設設ににおおいいてて行う場合、当該様式を使用。

※ 上記（（＊＊））については、文書量削減の観点から、東京都指定サービスでは記載不要(添付も不

要)とします。

法人印

老老人人居居宅宅介介護護等等事事業業（（訪訪問問介介護護））はは記記入入不不要要、、老老人人デデ

イイササーービビスス事事業業（（通通所所介介護護））はは((11))～～((33))をを記記載載

（（記記載載例例））

東京都知事　　　殿

区 市 町 村 又 は

法 人 等 の 名 称

事務所の所在地

代 表 者 氏 名

記

１

名名称称　　　　○○○○会会デデイイササーービビススセセンンタターー

種種類類　　　　老老人人デデイイササーービビススセセンンタターー（（通通所所介介護護））

所所在在地地　　東東京京都都○○○○区区○○○○町町11--11--11

２ 　建物の規模及び構造並びに設備の概要

地地上上55階階建建　　鉄鉄筋筋ココンンククリリーートト造造りりのの11階階部部分分　　○○○○㎡㎡（（別別添添平平面面図図ののととおおりり））

３ 　職員の定数及び職務の内容 （（＊＊））

４ 　施設の長の氏名 （（＊＊））

５

６ 　入所定員（老人短期入所施設に係るものに限る。） （（＊＊））

７ 　事業開始の予定年月日

８ 　添付書類 （（＊＊））

　登記事項証明書（法人等の場合に限る。）

第４号様式（第３条関係）

老人デイサービスセンター等設置届

老人デイサービスセンター

下記のとおり 老 人 短 期 入 所 施 設 を設置するので、老人福祉法

令令和和○○○○年○○月○○日

　　社社会会福福祉祉法法人人○○○○会会

　　○○○○区区××××町町11--11--11

　　理理事事長長　　××××　　××××　　

　事業を行おうとする区域（区市町村からの委託事業にあっては、当該区市町村
の名称を含む。）　　　　○○○○区区、、△△△△区区、、××××市市

令令和和○○○○年年○○月月○○日日

（日本産業規格Ａ列４番）

老 人 介 護 支 援 セ ン タ ー

第15条第２項及び老人福祉法施行規則第１条の14の規定により届け出ます。

　施設の名称、種類及び所在地

老老人人福福祉祉法法上上のの事事業業のの種種類類をを記記載載しし、、
括括弧弧書書ききでで介介護護保保険険法法上上のの事事業業のの内内容容をを記記載載。。

※ 老人デイサービス事業・老人短期入所事業を単単独独のの施施設設ににおおいいてて行う場合、当該様式を使用。

※ 上記（（＊＊））については、文書量削減の観点から、東京都指定サービスでは記載不要 添付も不要 と

します。
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第１号様式（第２条関係） （（記記載載例例））

　　　　区市町村又は 社社会会福福祉祉法法人人　　○○○○会会

　　　　法人等の名称

　　　　代表者氏名 理理事事長長　　××××  ××××　　

１

２

３

４　職員の定数及び職務の内容　（（＊＊））

５

６

７

(1)

　　　　デデイイササーービビススセセンンタターー〇〇〇〇

(2)

　　　　老老人人デデイイササーービビスス事事業業

(3)

(4)

８

９

知事が指示するもの　（（＊＊））

　事業を行おうとする区域（区市町村からの委託事業にあっては、当該区
市町村の名称を含む。）　○○○○区区、、△△△△区区、、××××市市

別記

老人居宅生活支援事業開始届

令令和和○○○○年年　　○○月月　　○○日日

 東京都知事　　　殿

 下記のとおり老人居宅生活支援事業を開始するので、老人福祉法第１４条
及び老人福祉法施行規則第１条の９の規定により届け出ます。

記

　添付書類　（（＊＊））

（日本産業規格Ａ列４番）

　老人デイサービス事業、老人短期入所事業、小規模多機能型居宅介護事
業、認知症対応型老人共同生活援助事業又は複合型サービス福祉事業に
あっては、次に掲げる事項

事業の用に供する施設、サービスの拠点又は住居の名称

種類（小規模多機能型居宅介護事業、認知症対応型老人共同生
　活援助事業及び複合型サービス福祉事業に係るものを除く。）

所在地　東東京京都都〇〇〇〇市市〇〇〇〇町町２２－－２２－－２２

入所定員、登録定員又は入居定員（老人デイサービス事業に係るも
のを除く。）

　事業開始の予定年月日　令令和和○○○○年年○○月月○○日日

　事業の種類及び内容　　老老人人デデイイササーービビスス事事業業（（通通所所介介護護））

　経営者の氏名及び住所（法人等であるときは、その名称及び主たる事務
所の所在地）　社社会会福福祉祉法法人人　　○○○○会会　　東東京京都都○○○○区区○○○○町町１１－－１１－－１１

　登記事項証明書又は条例   （（＊＊））

　主な職員の氏名　（（＊＊））

老老人人福福祉祉法法上上のの事事業業のの種種類類をを記記載載しし、、
括括弧弧書書ききでで介介護護保保険険法法上上のの事事業業のの内内容容
をを記記載載。。

法法人人のの名名称称、、

所所在在地地をを記記載載。。

※ 老人デイサービス事業・老人短期入所事業で、他他施施設設ににおおいいてて行う場合、当該様式を使用。

※ 上記（（＊＊））については、文書量削減の観点から、東京都指定サービスでは記載不要(添付も不

要)とします。

法人印

老老人人居居宅宅介介護護等等事事業業（（訪訪問問介介護護））はは記記入入不不要要、、老老人人デデ

イイササーービビスス事事業業（（通通所所介介護護））はは((11))～～((33))をを記記載載

（（記記載載例例））

東京都知事　　　殿

区 市 町 村 又 は

法 人 等 の 名 称

事務所の所在地

代 表 者 氏 名

記

１

名名称称　　　　○○○○会会デデイイササーービビススセセンンタターー

種種類類　　　　老老人人デデイイササーービビススセセンンタターー（（通通所所介介護護））

所所在在地地　　東東京京都都○○○○区区○○○○町町11--11--11

２ 　建物の規模及び構造並びに設備の概要

地地上上55階階建建　　鉄鉄筋筋ココンンククリリーートト造造りりのの11階階部部分分　　○○○○㎡㎡（（別別添添平平面面図図ののととおおりり））

３ 　職員の定数及び職務の内容 （（＊＊））

４ 　施設の長の氏名 （（＊＊））

５

６ 　入所定員（老人短期入所施設に係るものに限る。） （（＊＊））

７ 　事業開始の予定年月日

８ 　添付書類 （（＊＊））

　登記事項証明書（法人等の場合に限る。）

第４号様式（第３条関係）

老人デイサービスセンター等設置届

老人デイサービスセンター

下記のとおり 老 人 短 期 入 所 施 設 を設置するので、老人福祉法

令令和和○○○○年○○月○○日

　　社社会会福福祉祉法法人人○○○○会会

　　○○○○区区××××町町11--11--11

　　理理事事長長　　××××　　××××　　

　事業を行おうとする区域（区市町村からの委託事業にあっては、当該区市町村
の名称を含む。）　　　　○○○○区区、、△△△△区区、、××××市市

令令和和○○○○年年○○月月○○日日

（日本産業規格Ａ列４番）

老 人 介 護 支 援 セ ン タ ー

第15条第２項及び老人福祉法施行規則第１条の14の規定により届け出ます。

　施設の名称、種類及び所在地

老老人人福福祉祉法法上上のの事事業業のの種種類類をを記記載載しし、、
括括弧弧書書ききでで介介護護保保険険法法上上のの事事業業のの内内容容をを記記載載。。

※ 老人デイサービス事業・老人短期入所事業を単単独独のの施施設設ににおおいいてて行う場合、当該様式を使用。

※ 上記（（＊＊））については、文書量削減の観点から、東京都指定サービスでは記載不要 添付も不要 と

します。

法人印
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届出者（法人名）

□ 訪問介護 （事業所名 ）

□ （施設名 ）

□ 老人短期入所施設 （施設名 ）

担当者連絡先 ＴＥＬ： ＦＡＸ：

＊

＊ 「いいえ」と答えた項目については、それぞれ所定の手続きを行ってください。

１

２

① 就業規則を作成してますか。

② 所管の労働基準監督署に届出していますか。

（届出義務は常時１０人以上の労働者を雇用する場合）

３

① 所管の消防署に「防火対象物使用開始届」等の必要な届出はしていますか。

② 〔 〕

③ 当該施設は、消防法・建築基準法等関係法令に適合したものとなっていますか。

※※

４ 食事の提供に関して　（老人デイサービスセンター・老人短期入所施設）

① 施設内で調理をしていますか。

② 保健所への集団給食の届出をしているか、または営業許可を受けていますか。

③

（例：○○保健所では××のため不要 〔 〕

５ 医務室について　　　（老人短期入所施設のみ）

①

②

届出に必要な添付書類はすべて揃っていますか。 □　はい　　　□　いいえ

□　はい　　　□　いいえ

消防・建築関係について（老人デイサービスセンター・老人短期入所施設）

就業規則について

□　はい　　　□　いいえ

□　はい　　　□　いいえ

①で「いいえ」の場合は、今後の届出予定日を記入。

□　はい　　　□　いいえ

□　はい　　　□　いいえ

□　はい　　　□　いいえ

老老人人デデイイササーービビススセセンンタターー等等はは、、消消防防法法・・建建築築基基準準法法等等にによよりり、、構構造造等等のの制制約約ががああ
るる場場合合ががああるるたためめ、、事事前前にに確確認認ををおお願願いいししまますす。。

　　　　　　　　　配食のため不要　等）

老老人人福福祉祉法法上上のの届届出出チチェェッッククリリスストト

（担当者　　　　　　　）

メールアドレス：

あてはまる箇所にチェック（✓または■）をお願いします。

老人デイサービスセンター

保健所の許可は受けていますか。 □　はい　　　□　いいえ

②で「いいえ」の場合は、その理由。

施設内に医務室を設けていますか。

□　はい　　　□　いいえ

 
 

老人居宅生活支援事業変更届 
 

令令和和〇〇〇〇年 〇〇月 〇〇日  
東京都知事 殿 

 
区市町村又は 社社会会福福祉祉法法人人 〇〇〇〇会会 
法人等の名称 
代表者氏名 理理事事長長 ×××× ××××法法人人印印 

 
 

令令和和〇〇〇〇年 〇〇月 〇〇日付けで事業開始の届出をした老人居宅生活支援事

業について、下記のとおり変更したので、老人福祉法第 14 条の 2 及び老

人福祉法施行規則第 1 条の１０の規定により届け出ます。 
 
記 

 
 

1 変更事項 〇〇〇〇のの変変更更 
 

2 変更事項の変更前後の比較 
 

変更前 〇〇〇〇〇〇 
 

変更後 ×××××× 
 

3 変更の理由 △△△△△△にによよるる□□□□ののたためめ 
 

4 変更の年月日 令令和和〇〇〇〇年年 〇〇月月 〇〇日日 

（日本産業規格Ａ列４番） 

第２号様式（第２条関係） 

※※郵郵送送ののみみ受受けけ付付けけまますす  

※※欄欄外外にに事事業業所所名名、、事事業業所所番番号号、、担担当当者者名名をを記記載載ししててくくだだささいい。。  
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届出者（法人名）

□ 訪問介護 （事業所名 ）

□ （施設名 ）

□ 老人短期入所施設 （施設名 ）

担当者連絡先 ＴＥＬ： ＦＡＸ：

＊

＊ 「いいえ」と答えた項目については、それぞれ所定の手続きを行ってください。

１

２

① 就業規則を作成してますか。

② 所管の労働基準監督署に届出していますか。

（届出義務は常時１０人以上の労働者を雇用する場合）

３

① 所管の消防署に「防火対象物使用開始届」等の必要な届出はしていますか。

② 〔 〕

③ 当該施設は、消防法・建築基準法等関係法令に適合したものとなっていますか。

※※

４ 食事の提供に関して　（老人デイサービスセンター・老人短期入所施設）

① 施設内で調理をしていますか。

② 保健所への集団給食の届出をしているか、または営業許可を受けていますか。

③

（例：○○保健所では××のため不要 〔 〕

５ 医務室について　　　（老人短期入所施設のみ）

①

②

届出に必要な添付書類はすべて揃っていますか。 □　はい　　　□　いいえ

□　はい　　　□　いいえ

消防・建築関係について（老人デイサービスセンター・老人短期入所施設）

就業規則について

□　はい　　　□　いいえ

□　はい　　　□　いいえ

①で「いいえ」の場合は、今後の届出予定日を記入。

□　はい　　　□　いいえ

□　はい　　　□　いいえ

□　はい　　　□　いいえ

老老人人デデイイササーービビススセセンンタターー等等はは、、消消防防法法・・建建築築基基準準法法等等にによよりり、、構構造造等等のの制制約約ががああ
るる場場合合ががああるるたためめ、、事事前前にに確確認認ををおお願願いいししまますす。。

　　　　　　　　　配食のため不要　等）

老老人人福福祉祉法法上上のの届届出出チチェェッッククリリスストト

（担当者　　　　　　　）

メールアドレス：

あてはまる箇所にチェック（✓または■）をお願いします。

老人デイサービスセンター

保健所の許可は受けていますか。 □　はい　　　□　いいえ

②で「いいえ」の場合は、その理由。

施設内に医務室を設けていますか。

□　はい　　　□　いいえ

 
 

老人居宅生活支援事業変更届 
 

令令和和〇〇〇〇年 〇〇月 〇〇日  
東京都知事 殿 

 
区市町村又は 社社会会福福祉祉法法人人 〇〇〇〇会会 
法人等の名称 
代表者氏名 理理事事長長 ×××× ××××法法人人印印 

 
 

令令和和〇〇〇〇年 〇〇月 〇〇日付けで事業開始の届出をした老人居宅生活支援事

業について、下記のとおり変更したので、老人福祉法第 14 条の 2 及び老

人福祉法施行規則第 1 条の１０の規定により届け出ます。 
 
記 

 
 

1 変更事項 〇〇〇〇のの変変更更 
 

2 変更事項の変更前後の比較 
 

変更前 〇〇〇〇〇〇 
 

変更後 ×××××× 
 

3 変更の理由 △△△△△△にによよるる□□□□ののたためめ 
 

4 変更の年月日 令令和和〇〇〇〇年年 〇〇月月 〇〇日日 

（日本産業規格Ａ列４番） 

第２号様式（第２条関係） 

※※郵郵送送ののみみ受受けけ付付けけまますす  

※※欄欄外外にに事事業業所所名名、、事事業業所所番番号号、、担担当当者者名名をを記記載載ししててくくだだささいい。。  
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第５号様式（第３条関係） 
 

老人デイサービスセンター等変更届 
 

令令和和〇〇〇〇年 〇〇月 〇〇日  
東京都知事 殿 

 
区市町村又は 社社会会福福祉祉法法人人 〇〇〇〇会会 
法人等の名称 
事務所の所在地 
代 表 者 氏 名 理理事事長長 ×××× ××××法法人人印印 

 
 老人デイサービスセンター 

令令和和〇〇〇〇年〇〇月 〇〇日付で設置の届出をした 老 人 短 期 入 所 施 設  
 老人介護支援センター 

 
について、下記のとおり変更したので、老人福祉法第１５条の２第１項及 
 
び老人福祉法施行規則第３条の２の規定により届け出ます。 

 
記 

１ 変更事項 
〇〇〇〇のの変変更更 

 
２ 変更事項の変更前後の比較 
 

変 更 前 〇〇〇〇〇〇 
 
変 更 後 ×××××× 

 
３ 変更の理由 △△△△△△にによよるる□□□□ののたためめ 

 
４ 変更の年月日 令令和和〇〇〇〇年年 〇〇月月 〇〇日日 

 

（日本産業規格Ａ列４番） 

※※郵郵送送ののみみ受受けけ付付けけまますす  

※※欄欄外外にに事事業業所所名名、、事事業業所所番番号号、、担担当当者者名名をを記記載載ししててくくだだささいい。。  

◆業務管理体制整備に係る届出の手続きについて◆

１ 事業者（法人）ごとの届出

届出は、指定事業所の申請（開設）者である事業者（法人）ごとに行ってください。

２ 事業所等の展開に応じた届出先行政機関

届出先区分 届出先

事業所等が三以上の地方厚生局の管轄区域に所在する事業者 厚生労働省老健局（※ ）

事業所等がニ以上の都道府県に所在し、かつ、二以下の地方厚生局の

管轄区域に所在する事業者
事業者の主たる事務所の所在

地の都道府県

指定事業所が同一中核市内にのみ所在する事業者 中核市

地域密着型サービス（予防含む）のみを行う事業者で、事業所が同一

区市町村内に所在する事業者 区市町村

上記以外の事業者 都道府県

（※ ）厚生労働省老健局への届出については、下記ホームページをご覧ください。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/service/index.html 
厚生労働省ホームページ 政策について 分野別の政策一覧 福祉・介護 介護・高齢者福祉

介護サービス事業者の業務管理体制 介護サービス事業者の業務管理体制整備に関する届出について

３ 業務管理体制の整備に関する届出事項

事事業業所所等等数数にに応応じじてて整整備備すするる業業務務管管理理体体制制

事事 業業 所所 等等 数数

未未満満 以以上上 未未満満 以以上上

第第２２号号 法法令令遵遵守守責責任任者者のの氏氏名名及及びび生生年年月月日日 ○○ ○○ ○○

第第３３号号 業業務務がが法法令令にに適適合合すするるここととをを確確保保すするる

たためめのの規規程程のの概概要要
×× ○○ ○○

第第４４号号 業業務務執執行行のの状状況況のの監監査査のの方方法法のの概概要要 ×× ×× ○○

※詳細は、「記入要領」を参照してください。

★業務管理体制に関する届出は、すべての事業者（法人）が届け出る必要があ

り、届出がない場合は法令違反となりますので、新規参入または未届けの事業

者（法人）におきましては、速やかに提出してください。

平成 年介護保険法改正により、介護サービス事業者は、法令遵守等の業務管理体制の整備が義

務付けられました。整備すべき業務管理体制は、事業所等の数に応じ定められており、また、業務

管理体制の整備に関する届出書を関係行政機関に届け出ることとされております。

Ⅵ 業務管理体制に係る届出
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